





























































　まず 90年代はじめの銀行破綻は、同図に見るように 91年７月 24日の東邦相互銀行の破綻で始まる。
同行は最後の相互銀行（1989 年ほとんどの相互銀行は第二地銀への転換を終了している）と言われ、
米国シティ銀行の邦銀買収のターゲットにもされた銀行であったが、最終的には伊予銀行に吸収合併さ









































































３月末現在で地域系 118 組合（うち外国系 35組合）、業域系９組合、職域系５組合の総合計 132 組


















































































り、業務および財産の管理処分を命じられることとなった。2001 年２月 13日、近畿大阪銀行が 61
店舗、大和銀行が７店舗を譲り受け、譲渡にあたり 7665 億円の不良債権などの資産を整理回収機構






















京全域に店舗網を拡大した地域金融も存在している。八千代銀行は 2000 年８月 14日、破綻した国
民銀行から営業譲渡を受ける形で自らと競合しない都内２３店舗を手中にするのであるが、その前身
は同名の信用金庫であった。同金庫は 1991 年４月１日に「合併転換法」に基づき普銀転換をし、全












西さわやか銀行（2001 年 2月 26日）として設立された旧幸福銀行（注５）があるが、これら関西・
関東の破綻事例以外では、戦後初めて解散命令によって破綻（1996 年 11 月 21日）した和歌山市の
阪和銀行、仙台銀行に救済される形で譲渡された徳陽シティー銀行（1997年11月26日）、大光銀行（長
岡市）を中心に県境を越えて多数の銀行に譲渡された新潟中央銀行（1999 年 10 月 2日）、近年では




































　それはともかく破綻した信用金庫の状況を見てみると、大阪の東洋信金（92 年 10 月１日破綻）
と釜石信金（93 年 10 月 1日破綻）以降まったく破綻例が無く、99 年 11 月 29 日の同じく大阪の




立時（2003 年 1月 14 日）の全国ベースの 327 金庫から、これから近未来の合併計画を差し引くと
３０５金庫になるほどの勢いで、近年中に 300 金庫を切る状況である。
　ちなみに破綻したいくつかの信用金庫の例を見てみると、相当数の信金が「有価証券運用に関する





























































年（第二地銀・4330 店舗）、93年（信組・2625 店舗）まで相応の伸びを示している。前二者の 70年・
80年・90年の 10年刻みで見た伸び率は、約 20％（地銀）と凡そ 30％強（信金）という大幅な伸び
であり、90年から世紀末にかけての 10年間でもそれぞれ５～６％弱の拡大を示している。後二者の











第４図を辿ってみると、1970 年に 15機関（本店）在ったものが漸次減少し、85年には 13機関、本
格的再編の 95年段階では 11機関、2002 年の最近時点においては６機関と、およそこの 30年間に６
割の減少を見ている。しかし支店ベースでは70年の２３５８店から毎年10～20店のペースで増加し、





































 ( Ａ、兆円 ) 
資産額 
( Ｂ、兆円 ) 
総資産付加価値率 
( Ａ／Ｂ ) 
労働分配率
 (1996 年 ) 
日　　　本 7.3 848.0 0.86％ 70.3％
米　　　国 21.9 572.7 3.82％ 63.2％
第１表． Ｂ　付加価値、資産の日米銀行比較
注：日本は全国銀行ベース、米国は商業銀行ベース。米国については 1997 年平均の為替 ( １ドル＝ 121 円 ) 
で換算
労働分配率＝雇用者所得÷ ( 雇用者所得＋営業余剰 ) 
 ( 出所 ) 池尾 (2003) Ｐ 116 より
 総資産(10 億円 ) 従業員数
１人当人件費
( 万円 ) 支店数
 Lloyds　TSB ( 英 ) 45,340 81,400 467 2,300 英国内のみ
Barclays ( 英 ) 68,362 78,600 906 2,652
HSBC Holdings ( 英 ) 91,487 171,049 657 7,000
HSBC Bank ( 英 ) 38,784 65,583 682 1,666 英国内のみ
Bank of America ( 米 ) 82,532 143,000 904 4,246 Us Banking Centers　
東京三菱銀行 76,377 36,289 902 388 東京三菱銀行単体
第１表． Ａ　英米日大手銀行の比較
　注：2001 年暦年連結ベース
東京三菱銀行は 2000 会計年度 ､ 米国会計基準ベース
米国については 2001 年平均の為替 ( １ドル＝ 131 円 ) で ､ 英国については 2001 年平均の為替 ( １ポンド













メリットはコストの削減で、両行は年間 10億から 20億円かかっていたシステム経費の約 30％を削減
できるとしている（西日本新聞、2003 年 1月 7日）。経営統合（合併）を伴わない基幹部分のコンピ
ューターシステムのこのような共同化は全国で初めてのケースとされているが、両行は共同化の範囲を
広げて他の地銀への参加を呼びかけることによって、さらにコスト削減を行なう予定である。また両行
は 2000 年５月以降 ATMの相互開放も実施しており、広島銀行は同時に山口県徳山市に本拠を構える







2003 年 5月 7日）。また、八十二銀行他６行（「じゅうだん会」親和銀行、琉球銀行、山形銀行、阿波
銀行、宮崎銀行）も、同年 11月に基幹システム等の共同化（日本 IBM）を決定し、2002 年３月から











































　第７図は、1990 ～ 2001 年までの金融機関各業態別の総資金利鞘（注８）を整理したものである。
これは運用資金全体に対する収益性を見る指標であり、資金運用利回りから資金調達原価を差引いた利
回り差であるが、1990 ～ 93 年にかけて全ての業態は一斉に利鞘を落としている（地銀・第二地銀は
全体より早めに急落し 93年に合流している）。同図には無いがそれ以前の 85～ 89 年にかけては、円
高不況対策として公定歩合が５％から２％台に引き下げられた為、総資金利鞘は右肩上がりの（全体的






























　２．各業態の貸出金の動向 ―― 成功した地銀の個人向け貸出戦略 ―――　
　そこで１９９０年度以降の地域金融機関各業態の貸出金の動向を見てみよう。まず上記の地方銀行で
あるが、第 11図に見るように、90年から漸増していたものが 99年（右から３ツ目のバー）以降減少


































増減率 60.9 △  　　6.6
都市銀行
増減額 412,262 △  194,442
増減率 83.0 △ 　　17.2
地方銀行
増減額 263,974 △   34,893
増減率 67.9 △  　　4.6
第二地銀
増減額 50,881 △　62,269
増減率 21.1 △  　　19,1


























































































ば 300 万円未満の半分以下の構成比である。逆に大口の３億円以上（この場合 9年間）で見ると、信
用金庫（約 7.0％）、第二地銀（約 16.5％）、地方銀行（約 22.4％）、都市銀行（33.6％）となり、99
年以降登場する１０億円未満と以上とを合計して３年間で見ると、信用金庫（約 5.4％）、第二地銀（約
10.3％）、地方銀行（約 12.3％）、都市銀行（25.3％）になる。概括的にそれぞれの特徴を図形のイメ
































第３表　業態別 ｢ 実質預金 ｣ の増減状況 ( 前年期比 )
都銀 地銀 第二地銀 信金 信組
平成 14年 4 月 7.2 0.1 △　1.0 △　1.2 △　2.5
5 月 9.5 1.1 △　0.8 △　1.2 △　2.4
6 月 8.7 1.5 △　0.7 △　1.1 △　2.8
7 月 9.2 1.0 △　1.0 0.2 △　2.2
8 月 9.5 1.7 0.2 0.5 △　1.9
9 月 5.9 0.1 △　0.3 △　0.4 △　2.0
10 月 7.3 0.8 △　0.0 △　0.2 △　1.2
11 月 8.4 1.9 1.1 0.4 △　1.6
12 月 5.4 0.9 0.8 0.4 △　1.5
平成 15年 1 月 4.8 0.6 0.9 △　0.0 0.6
2 月 3.9 0.9 1.2 0.4 0.1
3 月 1.0 △　0.0 2.1 － －
残　高 ( 兆円 ) 221.0 177.7 55.0 82.1 11.6
（出所）　全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析」等より作成
－40 －








の残高は、2002 年３月期において総与信額の凡そ 10％にあたる７兆 6000 億円ほどで３年前に比べ
11.5％増大している。これに対して地方銀行は、同時期に 28.7％増大し約１０兆 7800 億円になり総




































 ( 単位：億円 ､％ ) 
信　　用　　金　　庫 都　　市　　銀　　行
年月末 総与信
 再 生 法 開 示 債 権
正常債権 総与信





1999 ／ 3月期 764,960 68,100 31,260 23,070 13,770 696,860 2,797,950 142,840 32,550 81,890 28,400 2,655,110
2000 ／ 3月期 831,460 80,990 28,860 30,710 21,420 750,470 2,686,300 124,420 22,830 71,790 29,800 2,561,880
01 ／ 3月期 751,620 71,840 25,380 29,000 17,460 679,780 2,673,030 134,560 23,020 68,490 43,050 2,538,470
02 ／ 3月期 750,180 75,930 23,580 30,850 21,510 674,250 2,503,960 218,120 25,260 101,890 90,980 2,285,840
増　減　率 △ 1.9 11.5 △ 24.6 33.7 56.2 △ 3.2 △ 10.5 52.7 △ 22.4 24.4 220.4 △ 13.9
地　　方　　銀　　行 第　　二　　地　　銀
年月末 総与信
 再 生 法 開 示 債 権
正常債権 総与信





1999 ／ 3月期 1,437,530 83,750 35,000 34,770 13,980 1,353,780 496,660 36,230 14,550 16,200 5,480 460,430
2000 ／ 3月期 1,389,900 81,690 25,240 39,140 17,310 1,308,210 468,670 32,780 11,820 14,940 6,020 435,890
01 ／ 3月期 1,406,240 98,380 28,270 41,870 28,240 1,307,860 459,430 37,840 11,370 16,770 9,700 421,590
02 ／ 3月期 1,402,920 107,810 27,500 46,410 33,900 1,295,110 448,230 40,410 11,250 16,950 12,210 407,820




























































































































































































し、本（2003）年８月 29日に「報告書」を取りまとめた。それによると 2010 年までの三県合併
と、５～ 10年で道州制への移行を目指すとしている。












 2003 年 2月増刊号
第二地方銀行協会（2003） 「第二地方銀行協会 50年史」
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－48 －
